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はじめに

本誌前号に掲載された拙稿におさめられなか
った、札幌市の指定管理者制度下における雇用
や賃金（以下、雇用等）のデータを本稿では紹
介する。市発注の建設工事、役務契約における
それと同じく、事業者ルートで札幌市が得た（調
べた）ものである。
指定管理者制度の説明を若干しておく。同制
度は、2003年地方自治法の一部改定によって導
入された。その目的は、「多様化する住民ニー
ズにより効果的、効率的に対応するため、公の
施設の管理に民間の能力を活用しつつ、住民サ
ービスの向上を図るとともに、経費の節減等を
図ること」と説明されている。ここでいう公の
施設とは、「住民の福祉を増進する目的をもっ
てその利用に供するための施設」で、レクレー
ション・スポーツ施設、産業振興施設、基盤施
設、文教施設、社会福祉施設など多岐にわたる
（総務省の調べ1では、2018年 4 月 1 日時点で、
全国で76,268施設に導入）。
従来の管理委託制度との違いは、制約されて
いた業務の範囲が拡大し、施設全般の管理を包

括的に行い、行政処分に該当する使用の許可も
行うことができるようになったことと、当該施
設の管理を行う者（指定管理者）が、株式会社
や NPO法人など民間業者にもひろく開放され
たことである。
指定管理者制度の導入にあたっては、 3年間
の経過措置が設けられており、札幌市では、
2006年 4 月から「指定管理者制度」に移行して
いる。2022年 3 月18日現在、指定管理者による
管理運営が行われている札幌市の施設数は、
427施設である2。
住民サービスの向上が掲げられていたものの、
全国的に、経費節減に傾斜して雇用に悪影響が
及ぶなどした事例が報告され、制度開始初期に
は、政府からも、適切な運用を求める文書が発
出されるに至った。筆者らもここ札幌市で、指
定管理者施設の施設長やそこで働く労働者を対
象とした調査を、公契約条例案が札幌市議会に
上程された2012年 2 月の前後（２０１１、１２年）で
行い、結果の一部を本誌第146号掲載の拙稿で
紹介しているが、当時と変わらぬ問題意識を持
っている。

川村　雅則

札幌市の公共調達等に関するデータ（ ３）

支所のページ支所のページ 北海道センター支所のページ支所のページ 北海道センター

表 １　札幌市の指定管理者施設における雇用形態別職員数（２０１８～２０２０年度）
２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

全体 全体 全体
正規
職員

非正規
職員

正規
職員

非正規
職員

正規
職員

非正規
職員

実　数（人） ３，９３５ １，４７８ ２，４５７ ３，９０４ １，４６０ ２，４４４ ３，９６２ １，４８６ ２，４７６
構成比（％） １００．０ ３７．６ ６２．４ １００．０ ３７．４ ６２．６ １００．０ ３７．５ ６２．５
注： ４月 １日現在の数値。
出所：札幌市提供資料。



41

 □　支所のページ　北海道センター

建設政策№204 2022.7…

のそれは1,400円に満たない（1,364円、1,396
円）。金額にはばらつきはあるが、18年度も19
年度も同様の傾向がみられる。

３ ．同調査における調査票、調査項目

ところで、そもそもこれらのデータは、どの
ような方法と内容で調べられたのだろうか。順
序が逆になるが、札幌市から提供されたのが表
３（調査票の一部）である。
紙幅の都合で削った情報を補足すると、第一
に、施設ごと（「複数施設を⼀括して指定管理
している場合は、そのグループごと」）の記載
が求められている。第二に、「正社員」と「正
社員以外」でのほか、後者については、雇用（派
遣を含む）期間が年度を通じて雇われた者と 1
年未満であった者とで分けて回答する設計にな
っている（本稿に掲載した記載例は、「正社員」
のそれ）。第三に、表中の灰色のセルは自動で

２ ．�札幌市指定管理者制度下の雇用等調査の
結果

表 １と表 ２ が札幌市から提供されたデータ
（2018～2020年度）である。
まず、雇用形態別に職員数を表 １でみると、
正規職員が 4割弱で、残りの 6割強が非正規職
員となっている。
次に、雇用形態別の職員数と賃金とを、施設
の種類ごとにまとめた表 ２をみる。
2020年度の値でみると、「全体」の正規職員
の 1時間当たり賃金額（表の注釈 4に記載のと
おり、賞与や諸手当を除くいわゆる基本給を基
礎に算出）の平均値は1,480円で、非正規職員
のそれは1,010円である。平均賃金が正規職員
で最も高いのは「 １ ．レクリエーション・スポ
ーツ施設」のそれで、1,881円（192人）である。
一方、「 ４ ．文教施設」や「 ５ ．社会福祉施設」

表 ２　同，指定管理者の施設内容の区分ごとの正規職員及び非正規職員の時間当たり平均賃金（２０１８～２０２０年度）

施設内容区分 代表例

２０１８年度 ２０１９年度 ２０２０年度

全体
雇用形態

全体
雇用形態

全体
雇用形態

正規 非正規 正規 非正規 正規 非正規

１　�レクリエーション
・スポーツ施設

農業体験交流施設、区体
育館、温水プール、ジャ
ンプ競技場等

８２１人 ２００人 ６２１人 ７６４人 ２００人 ５６４人 ８３８人 １９２人 ６４６人

１，１８７円 １，８２０円 ９６２円 １，１４０円 １，８３６円 ９１５円 １，１５７円 １，８８１円 ９４２円

２ 　産業振興施設 産業振興センター、コン
ベンションセンター等

９７人 ４２人 ５５人 １０６人 ４４人 ６２人 １０５人 ４７人 ５８人

１，３６３円 １，８１５円 １，０４２円 １，３７５円 １，８１６円 １，０３８円 １，３８３円 １，７９４円 １，０５０円

３ 　基盤施設 都市公園、駐車場、市営
住宅等

４７５人 ２３０人 ２４５人 ４０２人 ９２人 ３１０人 ３９９人 ９５人 ３０４人

１，１４２円 １，６３０円 ９９７円 １，２８９円 １，６０５円 ９９２円 １，１７２円 １，６４２円 １，０２６円

４ 　文教施設

区民センター、地区セン
ター、芸術の森、コンサ
ートホール、青少年科学
館、生涯学習センター等

８７５人 ２４８人 ６２７人 ９１４人 ３２９人 ５８５人 ９２１人 ３３７人 ５８４人

１，１３４円 １，３７６円 ９９９円 １，１０４円 １，４３４円 ９７４円 １，１３４円 １，３６４円 １，００２円

５ 　社会福祉施設

老人福祉センター、養護
老人ホーム、健康づくり
センター、児童会館、保
育所等

１，６６７人 ７５８人 ９０９人 １，７１８人 ７９５人 ９２３人 １，６９９人 ８１５人 ８８４人

１，１９４円 １，３７３円 １，０４０円 １，１８２円 １，３７２円 １，０２４円 １，２２１円 １，３９６円 １，０６０円

全体
３，９３５人 １，４７８人 ２，４５７人 ３，９０４人 １，４６０人 ２，４４４人 ３，９６２人 １，４８６人 ２，４７６人

１，１８３円 １，４６５円 １，００６円 １，１７３円 １，４９４円 ９８０円 １，１９１円 １，４８０円 １，０１０円

注 １：各年度 ４月 １日において指定管理者の職員であった者の各年度中の賃金について作成。
注 ２：施設内容区分は、総務省が２０１８年１０月に実施した「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関する調査」の施設区分による。
注 ３：�次の者については、時間当たり平均賃金を算出するに当たり賃金が捕捉できない等の理由により対象から除外している。①派遣労働者、

②勤務時間の定めのない職員。
注 ４：それぞれの時間当たり平均賃金は、賞与や諸手当を除くいわゆる基本給を基礎に算出したものである。
出所：表 １に同じ。
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計算される箇所である。
さて、調査票の内容であるが、施設で働く職
員の職種や雇用形態に続き、所定労働時間や賃
金、社会保険（雇用保険、健康保険・厚生年金）
の加入状況、健康診断の実施状況など多岐にわ
たる項目が調べられている。賃金については支
払い形態のほか、平均年間支払い給与額、手当
や賞与の有無・金額も調べられている。表 ２で
みた 1時間当たりの賃金単価（基本給単価）は、
表中の「セ」である。
多岐にわたる項目が調べられており貴重であ
ると感じた。これらを使えば、例えば、施設の
種類ごとではなく、職種ごとの集計・分析も可
能であるだろうし、平均値だけでなく、回答の
分散状況も把握できる。また、（平均値である
ものの）勤続期間と賃金データの関係のほか、
正規職員と非正規職員の同一労働同一賃金の達
成状況の検証作業も、一定程度可能ではないか。
もちろんこうした作業は、指定管理者側の適切
な支払い状況の確認だけではなく、（むしろ）
発注者側である自治体側の指定管理料の支払い

状況の確認という意味をもつ。
関連して言えば、札幌市の「指定管理者制度
に関する運用ガイドライン」には、留意点とし
て、「雇用問題への配慮」があげられ、次のよ
うに記されている。すなわち、「指定管理者制
度の目的の一つは経費の節減ですが、制度運用
を通じて施設従事者の人件費が過度に削減され
るなど雇用条件が悪化することは、サービス水
準の確保という観点からも好ましくありません。
したがって、法、条例等の範囲内での制度運用
において、指定手続以降指定期間を通じて十分
に留意していく必要があります」と。
「雇用問題への配慮」が示す具体的な内容・
水準や、その実現のための具体的な方法を明ら
かにする3ほか、同調査で集められたデータが
どこまで活用されているか4の把握も、研究上
の課題である。

４ ．�自治体による調査活動の拡充と、保有デ
ータの活用という課題

本誌前号と今号で、札幌市による調査で得ら

表 ３　指定管理施設における配置人員の状況調査票（記載例）
ア ア― ２ イ ウ エ オ カ カ― ２ キ ク ケ コ サ シ ス セ ソ タ チ ツ テ ト ナ 二 ヌ ネ ノ ハ

職種 職業分類
※別紙参照

雇用
形態

所定労働時間
（休憩時間を除く） 社会保険の加入

健康診断
の実施

支払形態
１時間当たり
賃金単価（基
本給単価）

配置人数
R２．４．１
現在

平均勤続月数
（R２．４．１現在）

平均年間支払給与
（時間外除く） チのうち、手当

チのうち、賞
与等（手当、基
本給以外）

平均時給（時間外除く）
年間賞与の基
準及びその他
の手当の内容

備考
（※セ、ネの全て
の額が８６１円を下
回る場合は、理由
を記載。）

１日
当たり

１週間
当たり 年間 雇用保険 健康保険・

厚生年金
期間中の
勤務期間

支払形態に対応した欄に額を記入
内、基本
給のみ 通勤 精皆勤・

家族 その他 内、基本給
のみ月額

基本給
日額
基本給

時間
基本給 その他

［時間／日］［時間／週］［時間／年］ ○ or × ○ or × ［　ヵ月］［円／月］［円／日］［円／時間］ ［円／時間］ ［人］ ［　ヵ月］ ［円／年］［円／年］［円／年］［円／年］［円／年］ ［円／年］ ［円／時間］［円／時間］

１ 事務 事２５ 正社員 ７．７５ ３８．７５ ２，０２０．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ ２５０，０００ １，４８５ ２ １２０ ４，５００，０００ ３，０００，０００ ８０，０００ １７０，０００ ２５０，０００ １，０００，０００ ２，２２８ １，４８５
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

２ 事務 事２５ 正社員 ７．７５ ３８．７５ ８４１．００ ○ ○ ○ 月給制 ５ ２２０，０００ １，３０８ １ ６０ １，５４０，０００ １，１００，０００ ３０，０００ ７０，０００ １２０，０００ ２２０，０００ １，８３１ １，３０８
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

８月末退職

３ 館長 管０３ 正社員 ８．００ ４０．００ ２，０８５．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ ３３０，０００ １，８９９ １ ３２０ ６，０００，０００ ３，９６０，０００ ７０，０００ ２５０，０００ ４００，０００ １，３２０，０００ ２，８７８ １，８９９

賞与（基本給×
４月分）
住居手当。管理
職手当、昇給あ
り。

４ 事務 事２５ 正社員 ６．００ ３０．００ １，５６４．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ １７０，０００ １，３０４ ２ ２５０ ３，１３０，０００ ２，０４０，０００ ４０，０００ １３０，０００ ２４０，０００ ６８０，０００ ２，００１ １，３０４
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

５

６

７

出所：表 １に同じ。
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れた、建設工事・役務契約・指定管理者制度下
における雇用等のデータをみてきた。公共サー
ビスの官民（公民）協働という観点からは、自
治体発注業務における、こうした現場の把握、
調査の実施は、自治体の基本業務では本来ない
だろうか。まだ実施されていない場合にはそれ
らの実施と拡充を求めていくことが関係者の課
題ではないか。同時に、保有データの有効活用
も必要であるとつくづく思う5。自治体 DXと
は異なる文脈での、すなわち、住民福祉の増進
を目的とした、情報の収集や活用が求められて
いる。
では次号では、我々自身で調べた調査の結果
を紹介する。
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）

1．総務省「公の施設の指定管理者制度の導入状況等に関
する調査結果」（2019年 5 月17日）。
2．以上については、札幌市のウェブサイトの「指定管理

者制度」のページを参照。
3．本誌第176号～第183号で「自治体発注業務における賃
金算出根拠」を調べてきた。札幌市のそれも取り上げたが、
発注時において特段の配慮、例えば、職務分析に基づく適
切な金額の算出が行われていることなどの確認はできなか
った。
4．建設工事の賃金調査データがすみやかに破棄され、調
査結果の公開も限定されている点は本誌前号の拙稿を参照。
5．データの有効活用という点では、管見の限りでは、賃
金保障型公契約条例が制定された自治体であっても、進ん
でいるとは必ずしも限らないように思う。例えば先般、建
設政策研究所が受託した川崎市の公契約条例の調査・研究
事業に参加した（報告書が2022年 3 月に発行）。同市に受
託者が提出している作業報酬台帳には、労働者の職種や給
与の支払形態、労働日数、労働時間、賃金等の詳細なデー
タが記録されている。台帳上の数値が実際の数値と合致し
ているかの検証は必要ではあるものの、「公契約」現場で
働く労働者の広義の労働条件を整理することが可能であり、
条例の検証の上でも有効だと思ったが、公開はかなわなか
った。かといって、報酬下限額の支払い確認以外に、台帳
を使って、市が独自に何かの作業をしているわけではない
ようである。膨大なデータが死蔵された状態であり、もっ
たいない。

表 ３　指定管理施設における配置人員の状況調査票（記載例）
ア ア― ２ イ ウ エ オ カ カ― ２ キ ク ケ コ サ シ ス セ ソ タ チ ツ テ ト ナ 二 ヌ ネ ノ ハ

職種 職業分類
※別紙参照

雇用
形態

所定労働時間
（休憩時間を除く） 社会保険の加入

健康診断
の実施

支払形態
１時間当たり
賃金単価（基
本給単価）

配置人数
R２．４．１
現在

平均勤続月数
（R２．４．１現在）

平均年間支払給与
（時間外除く） チのうち、手当

チのうち、賞
与等（手当、基
本給以外）

平均時給（時間外除く）
年間賞与の基
準及びその他
の手当の内容

備考
（※セ、ネの全て
の額が８６１円を下
回る場合は、理由
を記載。）

１日
当たり

１週間
当たり 年間 雇用保険 健康保険・

厚生年金
期間中の
勤務期間

支払形態に対応した欄に額を記入
内、基本
給のみ 通勤 精皆勤・

家族 その他 内、基本給
のみ月額

基本給
日額
基本給

時間
基本給 その他

［時間／日］［時間／週］［時間／年］ ○ or × ○ or × ［　ヵ月］［円／月］［円／日］［円／時間］ ［円／時間］ ［人］ ［　ヵ月］ ［円／年］［円／年］［円／年］［円／年］［円／年］ ［円／年］ ［円／時間］［円／時間］

１ 事務 事２５ 正社員 ７．７５ ３８．７５ ２，０２０．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ ２５０，０００ １，４８５ ２ １２０ ４，５００，０００ ３，０００，０００ ８０，０００ １７０，０００ ２５０，０００ １，０００，０００ ２，２２８ １，４８５
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

２ 事務 事２５ 正社員 ７．７５ ３８．７５ ８４１．００ ○ ○ ○ 月給制 ５ ２２０，０００ １，３０８ １ ６０ １，５４０，０００ １，１００，０００ ３０，０００ ７０，０００ １２０，０００ ２２０，０００ １，８３１ １，３０８
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

８月末退職

３ 館長 管０３ 正社員 ８．００ ４０．００ ２，０８５．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ ３３０，０００ １，８９９ １ ３２０ ６，０００，０００ ３，９６０，０００ ７０，０００ ２５０，０００ ４００，０００ １，３２０，０００ ２，８７８ １，８９９

賞与（基本給×
４月分）
住居手当。管理
職手当、昇給あ
り。

４ 事務 事２５ 正社員 ６．００ ３０．００ １，５６４．００ ○ ○ ○ 月給制 １２ １７０，０００ １，３０４ ２ ２５０ ３，１３０，０００ ２，０４０，０００ ４０，０００ １３０，０００ ２４０，０００ ６８０，０００ ２，００１ １，３０４
賞与（基本給×
４月分）
住居手当。昇給
あり。

５

６

７

出所：表 １に同じ。


